「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に係る広島県手続要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号。以下「法」という。）に基づくマンションの管理に関する計画（以下「管理計画」という。）の認定等の実施に必要な事項を定める。

（用語）

第２条　この要綱における用語の意義は、法及びマンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（平成13年国土交通省令第110号。以下「規則」という。）に定めるところによる。
（適用）

第３条　この要綱は、府中町、海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、北広島町、大崎上島町、世羅町及び神石高原町の全域に適用する。

（認定の申請）

第４条　法第５条の３の規定による認定の申請をする者は、規則別記様式第１号による申請書に、規則第１条の２に定める添付書類（以下、「添付書類」という。）を添えたもの（以下、「認定申請書類」という。）を広島県土木建築局住宅課（以下「住宅課」という。）に正本１通及び副本１通提出しなければならない。
　　なお、認定の申請に係る手数料は、係員の指示により、所定の方法で納付するものとする。

２　規則第１条の２第１項の規定により知事が必要と認める書類は、次の各号に掲げる書類とする。
　一　法第５条の４第４号の都道府県等マンション管理適正化指針に係るもの　様式第１号
　二　認定申請対象マンションの管理計画が、法第５条の４第１号から第４号（都道府県等マンション管理適正化指針に係る事項を除く。）までに掲げる基準に適合するものとして公益財団法人マンション管理センター（以下「マンション管理センター」という。）が認めたもの　マンション管理センターが発行する事前確認適合証又はその写し
３　第１項前段の規定にかかわらず、認定の申請をマンション管理センターが運営する管理計画認定手続支援システム（以下、「支援システム」という。）により行うときは、認定申請書類の正本及び副本の提出に代えて、支援システムに規則別記様式第１号の記載事項を記録すること及び規則第１条の２に定める添付書類の電磁的記録をアップロードすることにより行うことができる。

（認定の更新）
第５条　法第５条の６の規定による更新の申請をする者は、規則別記様式第１号の３に定める申請書に、添付書類を添えたものを住宅課に正本１通及び副本１通提出しなければならない。
　　ただし、法第５条の７の規定による認定を受けた管理計画の変更（規則第１条の９で定める軽微な変更を除く。以下同じ。）をしようとするときは、当該変更に係る申請の前に認定の更新に係る申請をすることはできない。
２　前条第１項後段、第２項及び第３項の規定は、前項の申請について準用する。
（認定を受けた管理計画の変更）
第６条　法第５条の７の規定による認定を受けた管理計画の変更をしようとする者は、規則別記様式第１号の５による申請書に、添付書類のうち、変更に係るものを添えたものを住宅課に正本１通及び副本１通提出しなければならない。
２　本要綱第４条第１項後段及び第２項の規定は、前項の申請について準用する。
（申請の取り下げ）

第７条　第４条から第６条の申請をした者は、当該認定を受ける前に管理計画の認定申請等取下届（様式２号）を住宅課に提出することにより、その申請を取り下げることができる。
なお、申請を取り下げた場合の既納の手数料は広島県手数料条例第５条の規定により、原則として返還しない。
（軽微な変更）

第８条　認定管理者等は、規則第１条の９に規定する軽微な変更をしようとするときは、認定管理計画に係る軽微な変更届（様式３号）に、添付書類のうち変更に係るものを添えたもの正本１通及び副本１通を住宅課に提出することができる。
（管理の取りやめ）

第９条　認定管理者等は、認定管理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめようとする場合、認定管理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめる旨の申出書（様式４号）を住宅課に提出しなければならない。
附　則

　この要領は、令和４年７月１日から施行する。
様式１号（第４条関係）
広島県マンション管理適正化指針の管理計画認定基準に係る表明保証書
広島県知事　様
　　　

当管理組合では、次の１から５のことを表明し、保証します。

１　建物の耐震性については次のとおりです。
· 昭和56年６月１日以降に建築基準法に基づく確認済証の交付を受け、着工しました。

· 昭和56年５月31日以前に建築基準法に基づく確認済証の交付受けて着工した建物で、耐震診断を実施した結果、「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）」第17条第３項第一号の国土交通大臣が定める基準（以下「新耐震基準」）に適合していることを確認しました。
· 昭和56年５月31日以前に建築基準法に基づく確認済証の交付受けて着工した建物で、耐震診断を実施した結果、新耐震基準に適合していなかったので、耐震改修工事の実施等について、管理組合の総会等で検討を行っています。
※上記のうち、該当する項目のいずれかにチェックを入れること。
２　建物の土砂災害防止対策については次のとおりです。
□　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定による土砂災害特別警戒区域（以下「土砂レッド区域」という）の範囲外に立地しています。
□　土砂レッド区域の指定後に、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第80条の３に規定される構造方法により計画され、建築基準法に基づく確認済証の交付を受け、着工された建物です。

□　土砂レッド区域の指定前に建築基準法に基づく確認済証の交付及び着工された建築物であり、建物竣工後に所在地が土砂レッド区域に指定されたため、土砂災害に対する擁壁の整備等の土砂災害対策の実施について、管理組合の総会等において検討を行っています。
※上記のうち、該当する項目のいずれかにチェックを入れること。
３　ハザードマップ等により、マンションが立地している場所の災害リスク（洪水・土砂災害リスク等）を区分所有者及び居住者に周知しています。
４　災害の種類に応じた避難場所及び避難経路を区分所有者及び居住者に周知しています。
５　県や市町が行う防災の取組（マイ・タイムラインの作成等）を区分所有者及び居住者に周知しています。

年　　月　　日
マンションの管理組合の名称
マンションの名称
　

様式２号（第７条関係）
管理計画の認定申請等取下届
年　　月　　日
広島県知事　様
申請者（管理者等）の住所又は
主たる事務所の所在地
申請者（管理者等）の氏名又は
名称及び法人にあっては、その
代表者の氏名
申請者（管理者等）の連絡先
「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に係る広島県手続要綱第７条の規定により

年　　月　　日付けで申請した管理計画の　　　　　　に係る申請を取り下げたいので届け出ます。
記
１　マンションの名称
２　マンションの所在地
様式３号（第８条関係）
認定管理計画に係る軽微な変更届
年　　月　　日
広島県知事　様
申請者（管理者等）の住所又は
主たる事務所の所在地
申請者（管理者等）の氏名又は
名称及び法人にあっては、その
代表者の氏名
申請者（管理者等）の連絡先
マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則（平成13年国土交通省令第110号。以下「規則」という。）第１条の９に掲げる軽微な変更をしましたので、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に係る広島県手続要綱第８条の規定により届け出ます。
記
１　軽微な変更を届け出る管理計画の認定コード
２　軽微な変更を届け出る管理計画の認定年月日
　　　　　　年　　　月　　　日
　（変更の認定や更新の認定を受けた場合は、直近の認定コード・認定年月日を記載してください。
３　マンションの名称
４　マンションの所在地
５　変更内容
（注意）
１　認定申請又は変更認定申請の申請書の添付書類のうち、変更に係るものを添付してください。
２　規則第１条の９に掲げる軽微な変更に該当しない管理計画の変更の場合は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12 年法律第149号。以下「法」という。）第５条の７の規定に基づき、変更認定申請を行ってください。
様式４号（第９条関係）
認定管理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめる旨の申出書
年　　月　　日
広島県知事　様
申請者（管理者等）の住所又は
主たる事務所の所在地
申請者（管理者等）の氏名又は
名称及び法人にあっては、その
代表者の氏名
申請者（管理者等）の連絡先
認定管理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめたいので、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に係る広島県手続要綱第９条の規定により届け出ます。
記
１　管理計画の認定コード
２　管理計画の認定年月日
　　　　　　年　　　月　　　日
３　マンションの名称
４　マンションの所在地
認定


更新


変更








